
(単位：千円）
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※行政経営計画査定欄には、「平成28年度行政経営計画に係る事務事業の取組方針（案）について」の政策的査定結果を記入して下さい。
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〔委託料〕 円

円円

円 ( 円)

・平成２８年度下荘・箱作小学校統廃合及び高学年の受け 【留守家庭児童会設計委託料】

入れのため児童が増え、空き教室がないことにより、留守 ・留守家庭児童会新築工事（箱作小学校）

家庭児童会の専用施設の整備する。                    ７，８１０，０００円

・留守家庭児童会新築工事（桃の木台小学校）

                   ７，８１０，０００円

・留守家庭児童会新築工事（箱作小学校） 【留守家庭児童会工事監理委託料】

・留守家庭児童会新築工事（桃の木台小学校） ・留守家庭児童会新築工事（箱作小学校）

                   ２，６５０，０００円

・阪南市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関す 〔工事請負費〕 円

円円

円 ( 円 )

る基準を定める条例 【留守家庭児童会新設工事】

・阪南市留守家庭児童会条例 ・留守家庭児童会新築工事（箱作小学校）

直接工事費　　   ７１，０４３，０００円

経費　　　　　　    ２５，６１７，０００円

・平成２８年度下荘・箱作小学校統廃合及び高学年の受け 電話回線整備工事　    １２，８５２円

入れのため児童が増え、空き教室がないことにより、留守

家庭児童会の専用施設が必要となるため。

平成 28 年度財務部長復活内示額 149,463 24,426 24,426

21,284平 成 28 年 度 復 活 要 求 額

95,500

平成28年度当初予算　市長復活査定書

平成 28 年度当初財政課長内示額

45,710

国支出金 府支出金

平 成 26 年 度 決 算 額

40,710

16,284

平 成 28 年 度 当 初 要 求 額

269,816

114,943

平 成 27 年 度 当 初 予 算 額

平 成 27 年 度 現 計 予 算 額 4,998 4,998
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0
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部課名 生涯学習部　生涯学習推進室

総　　　額

財　　　　源　　　　内　　　　訳

0
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7,810 5,000

起債国支出金

（単位：千円）

事　　　業　　　内　　　容

（目的）

(概要）

　　　　　　　　　　　　　　　　

府支出金

査　定　総　額

0

財　　　　源　　　　内　　　　訳

(目名） 社会教育総務費 （細目名）留守家庭児童会整備事業費 （事業名） 留守家庭児童会整備事業

要求Ｐ 1 査定Ｐ 1

　　　　　　　　　　　　　　千円（　　　年度～　　　　年度）

0

5,111

予　　算　　要　　求　　内　　容

債務負担行為

(根拠法令）

［

［［

［復活理由

復活理由復活理由

復活理由］

］］

］

18,270,000

18,270,00018,270,000

18,270,000

96,673,000

96,673,00096,673,000

96,673,000 96,672,852

18,270,000
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